



















































遂行が可能になる（Editedby J. Ratblat, Scientist, the Arms Race and Disarmament: A Unesco 
Pugwash Symposium, 1982, p. 66〕一一これら一連の急を要する社会的計画の所要額が，とほう




まり兵員1人あたりの装備の高額化を意味する（RadicalStatistic Unclear Disarmament Group, 















































































































































































































































































日 本 l防衛費 37,003億円 I l 
(1988年度〉 I 1日軍人恩給費15,989億円 I ! 54,197億円 I 439億ドル
海上保安庁 1,205億円 I J 
西 独 I 627億ドイツマルク ！ ι686億円 393億ドル
(1977年度〕 I (NAT O方式〉 ！ 
フランス I 2,097億フラン I I I 47, 996億円
(1977年度〉 I （恩給・年金込み〕 ［ 
387~審ドノレ
英 国 I 186億ポンド I 43, 693億円 352億ドル


































































































































































































XM l戦車は大戦時のシャーマン戦車の7倍，空母は4～5倍……(J.Fallows, National De-



































































































































例えば P.K. Whynes and R. A. Bowlesの著書， TheEconomic Theory of State (1981 
年〉がそれである。彼らは安全保障にとくに立を用いていない国々は，そのための負担を低く
することになるだろう，と述べている。そしてこうなることが必然なのは防衛費が純粋な意味
で公共財でなし、からである，とみるからである。軍事支出は，平和に生きることを願う人民大
一衆にとっては伺．らの意義をもつものではなししたがって公共封ではない。
軍事支出は，生産，雇用，技術進歩の可能性に対する障壁となるのは勿論であり，かつイン
フレーション高進の一大原因でもある。
各国の軍拡にブレーキをかけるのは，各国の経済事情であり，とくに予堂上の矛盾による。
そこで防繭費を別枠で扱L、，神聖な領域としてその確保をはかろうとする動きが出てくる。こ
うして臼木ではGNP 19ぢ以内の不文律が自民党政府によって打破されたのである。
経済の平事化は，軍事費の不生産的性質を逆用して景気調整に役立たせようとしたり，軍事
産業によって開発された軍事技術を一般産業へ転用して経済成長力を向上させるなどの副作用
的役割を果す面もある。しかしこのことは資本主義制度における失業や恐慌を軍事生産とし、う
非人間的方向で解決しようとするものであり，後者は技術の向上は軍事技術を転用する方法に
よらなくても，勿論可能なことを考えれば，何ら肯定に値するもので、はない。
4 社会主義諸国への巻き返し策動
軍事問題を経済学的問題として把握することもそれなりに役立つ側面をもつであろうが， し
かし何とL、っても軍事は政治の延長ずであり，軍事問題を政治の問題として解明することが基本
的に正しいであろう。
まず資本主義，とくにアメリカ帝国主義を先題にした先進資本主議国の軍備の目的は，既述
のように社会主義に対抗して資本主義を擁護することと，園内の階級的支配を維持することで
ある。
アメリカの帝国主義者は，世界支配の野望を実現しようとして，その戦力をひきつづき増強
しており，世界の各地で武力干渉と戦争策動を強化している。このため戦争の危機は絶えず存
在している。彼らは，拡張された軍需産業，寧産複合体の利益を維持するため， 「共産主義の
脅威」について暗伝し， 「自由世界を守る」という口実のもとに社会主義諸国と対抗し，国際
緊張を激化させ，デタントとは反対の冷戦政策を貫徹している。
とくに第二次大戦後は，資本の国際化と多国籍企業の進出により，資本主義諸国は相互にta
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力しつつ，資本主読の延命を策謀しつつある。
資本主義世界は，生産の社会化水準を高め，技術を急速に発展させてさており，資本主義は
もはや滅びゆく資本主義ではなく，社会主義こそ末来のない制度であると宣伝しつつある。日
本の御用学者や評論家は，マスコミを通してH々 ，社会主義の前途はないとL、う宣伝を行なっ
ている。その影響力は無視することができない。
帝国主義は，このように今日，あらゆる手段と方法を勤員して，社会主義を抹殺しようと策
動しており，社会主義の旗を掲げて前進しようとする諸国に対して，各種の方法で攻撃を加え
ている。
ブッシュ大統領は最近，東欧諸国での政治・経済的改革の動きを「歓迎」するとして，それ
が「成功しうる国際的雰囲気の造成」において自らが「建設的役割」を果たすことを公言して
いる。この発言は，一部の社会主義国で実施している改革に使乗・干渉して，資本主義復活の
方向に誘導しようとするものである。アメリカは社会主義諸国との関保を「選択的外交」によ
って「個別的な取り扱Lリを行なうとしている。すなわち資本主義的方向，いわゆる「自由
化Jとの道をすすむことができると思われる国にテコ入れして，援助を与え，その国に影響を
与えようとするのである。
とりわけ最近，プッシュ大統領のハンガリー訪問と前後して，アメリカのハンガリーへの対
応は異常な事態を惹起している。
ハンガリーではこのほど， 1956年の反革命暴動の主謀者として処刑されたイムレ・ナジ元首
相とその同僚の遺体を「埋葬」する「葬儀」が行われ，西側から数千人の「亡命客」がこれに
参列した。彼らは公然とナジを讃え，ハンガリ一社会主義労働者党と社会主義制慶の打倒すら
「アピール」した。
この「葬儀」にルーマニア人民の代表として参加したのは，ルーマニアの転覆された搾取階
一級とファシスト分子であった。したがってこの「葬儀」は，事実上，社会主義に敵意を抱いて
いる人びとの反共・反社会主義の集会にほかならなかった。
ハンガリーでは「政治的多元主義」が宣伝され，社会主義の原則が次第に否定され，反革命，
d反社会主義分子が公然と活動しつつある。出版物は社会主義を誹詩・中傷する記事を頻繁に掲
載し，同国の憲法から社会主義とL、う一切の表記を削除せよと主張し，人民政権を「警察国家」
として攻撃している。
ハンガリーの社会主義労働者党の指導的役割が麻庫していることも事実である。
このようなノ、ンガリーの異常事態が，アメリカ帝国主義の反共・反祉会主義策謀の強化と無
ι関係でなし、ことは明白なのである。
ハンガリ一社会主義労働者党は昨年5月の党代表者会議で人事異動を行ない，グロース氏が
1956年事件で登場したガダJレ氏にかわって書記長になり，改革を積極的に提唱する人びとが政
す台局入りをした。こうして前述のナジ氏の名誉回復をおこな＼ ＇，多党制実施を決定した。彼ら
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i土「歴史の経験からみて，多党制は政府の活動を制約し，可能な権力濫用を防止する上でいっ
そう確実な保証を提供できる」としている。
政治商で、「多党制」のほかに「自由選挙J，「独立した労組」を実行し，経済面で「不足経済
から市場経済への移行」，「各種所有制の平等化」，「ヨーロッパと世界に適合する経済の確立」，
「軍事ブロックのない世界J，「共同の欧州家庭Jを目指すことをグロース書記長は掲げている。
とくに注目すべきた1989年3月15日のハンガリーの党中央総会が決定した次の事項である。
すなわち「土地を一種の財産にし，売買も賃貸もできるようにすべきであるJ.！：＿＼， サ規定であ
る。ここには社会主義からの大きな後退がみられるのである。
ハンガリーの社会主義からの後退は，東欧社会主義圏での最も明白なブルジョア社会への接
近と合流の動きであった。そしてこのような動向は他の社会主義国へも波及しつつある。
東欧の社会主義国は，現在，多くの困難に直面している。
第‘は物価の t昇・である。ポーランドは，昨年のインフレ率が70～80%であった。ハンガリ
ーのインフレ率も 1桁から2桁になり，今年初めに消費財価格の大幅引上げを行なった。
第二は外債の負担である。なかには白国の償還能力を越えた外債をかかえている固もある。
OEC Dの統計によれば，現在，ソ連，ユーゴスラビア，東欧諸国はあわせて外債1,300億
ドノレを抱えており，これち詩国が西側の銀行に預けている外貨300億ドルを除けば，その債務
はE味で約l,000憶ドノレであり， 84年当時の600億ドルより大幅iニ増加していろ。そのうちポ
ーランドは 337億ドル，同国の年間輸出額の5.35倍に相当する。ハンガリーは170億ドル，年
間輸出額の3.83倍lニ相当する。これら諸国は返済の大きな圧力に直面し， IM Fおよび世界銀
行と交渉して，返済期間と新規借款についての取り決めに調印させ，その提出した公共支出削
減，消費財物価手当減少などの条件を受け入れさせるよう求めざるを得なくなった。
第3は政府に対し，政権党以外に政権を分かち合う要求を提出し， 「意見多元論」，「政治多
元論」，「：多党制」を要求寸る気運が高まっていろことである。
このような情勢下にあって，ポーランドとハンガリーは危機からの脱出策として，反対派と
対話L，多党制実施を準備する方向にあり，これに対してチェコスロバキアは，反対派に対し
て強硬な態度で臨んで、いる。また東ドイツも社会主義の原則的立場に立っていた。
社会主義諸国は，発展途t国の第三位界の多くの国々と同様に，対外債務問題をかかえてい
る。その原因の－－：：＞は，帝国主義の新経済政策によるものである。
しぜ深刻な対外債務問題となっている発展途上諸国の債務（約1兆3,000億わけの問題は，債
権問と債務国が双務的または多務的な陥商を通じて，発展途上詰国が自立的民族経済を建設し，
債務を償還する能力ができるまで，債務償還期間を延長し，その期間利子を凍結ナる方向で解
決すべきである。しかしこの方向は帝国主義諸国がおのずから採用することはありえない。
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5 軍備全廃への道と社会主義
資本主義列強の軍備増強と社会主義諸国への種々なる方法による攻撃と策動は，帝国主義の
本質から必然的に発生する。
これを阻止し，真の民主主義を世界的に実現する唯一の途は，搾取階級ではなく人民大衆が
社会の主人公となることである。マルクスはこのような社会を共産主義社会であるとし，共産
主義とは何であるかを歴史上はじめて解明した。
もし人民大衆が社会の真の主人となっていなければ，そのような社会は，社会主義・共産主
義社会ということはできない。
現在，若干の社会主義国が，その国の人民からも支持きれず，またその国の人民の生活の向
上にも不十分な成果しかあげていないのは，それら諸国が社会主義の優位性を真に発揮するこ
とができていないからである。
今日の日本でも社会主義批判カf広く，かつ強く行なわれている。
日本のマスコミに登場する学者や評論家たちは，客観的真理を語るが如く，社会主義がまっ
たく問題にする価値のなし、ほど資本主義にくらべて，政治・経済・文化のあらゆる領域におい
て劣位に立っており，将来の希望もないと極言している。しかし真実は誼である。資本主義社
会は，利潤追求のための商品生産社会である。それは生産力と生産関係の矛盾により，過剰生
産恐慌と失業，戦争などを惹起せざるを得ない。
これに対して社会主義・共産主義が実現された社会は，儲けるための商品生産ではなく，必
要のための生産物の生産社会である。ここでは，生産力の展発につれ，より多くの富が生産さ
れるにともなって，人民大衆の生活水準は，富貧の格差なく向上するのであり，過剰生産も失
業も，軍産複合体も存在し得ないのである。にも抱らず，あれこれの社会主義国が，社会主義
の優位位を発揮でさないでいる。それが何故であるかは，また別の機会に検討しなければなら
ない重要な課題であることは勿論である。
現在，社会主義の慢位性を発揮し，年ごとに物価を引き下げ，失業者も浮浪者も存在せず，
医療は無料，教育も無料，税金なしとL、う徹底した人民のための政策を実現している模範的な
社会主義国は，私のみるところでは，朝鮮民主主義人民共和国ただ一国である。これについて
は「本誌」でもこれまでに述べた通りである。
にも抱らず，こうした共和国の実態は，日本のマスコミを遇しては，ほとんど知らされてい
ない。のみならず逆の報道がしばしばなされている。マスコミに登場する学者や解説者たちは，
公平な装いのもとに，誤った話を人民大衆に流しつづけている。人間がマスメディアに制栴さ
れて主体性を失いつつある今日，この弊害は大きい。
現にテレピで取り上げられているニュースがニュースとなり，解説が常識とされる。テレピ
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の取り上げ方が大れ、と大事件になり，新聞が取り上げないと何もないことになる。テレビや
新聞が或る解説を繰り返し報道すると，それが正しし、ものであるかのように国民の意識に穆透
する。そして情報社会では，情報がどんどん増幅され，肥大化するのである。
したがヮて御用学者や翻用評論家の役剖は無視できない。彼らの任務は，まず第一に資本主
義体制を維持すろことであり，財界の利益に奉仕することである。彼らは9 反社会主義，反共
産主義の観点，立場に立っている。彼らはあらゆる社会・経済・文化問題を，階級社会体制維
持の見地から解説し，支配階級の政策に奉仕して，マスコミを通して，言葉で事実を歪め，大
衆を偽満しつづけている。
このような現実のなかで，ではどうすれば人民大衆は，真実に日哩めて立ち上り，人民大衆
は団結・統ーして新時代の実現を目指すようになるのであろうか。
私は，これに関連して今年7)=jの参議院選挙の結果から支けた一つの教訓iを述べておきたい。
農業経済学を研究するものとして，昭和30年代の後半から農村の現地調査を，幾たびか私は
「農村問題研究会」の学生諸君と行ってきた。そして昭和40年代の初期から開始された政府の
瑞反・転作政策が，農民・農業を次第に衰退させる，工業優先，斡出第一主義の政策にほかな
らないことを，著書？日本資本主義の米間価題』（亜紀書房，昭和44年12月〉をはじめ，多くの論
文や農村での講演などを通して訴えてきた。しかしヲ農協は選挙のたびに自民党を支持し，農
民も自民党へ投票してきた。私ばそれにはそれなりの理由があるとしても，農民のこのような
対応が情なかった。しかし，今度の参議院選挙でついに農民は自民党農政に批判の一票を行使
したのである。実に30年あまりもだまされ続けてきた一一昭和30年には農民犠牲の財界と自民
党の方針ば決定ぎれていた一一畏民も目醒めたのである。
アメリカ帝国主義のほんとうの姿，危険極まりない軍拡競争，なぜ南朝鮮や日本に米軍が！駐
留しているのか，その他の多くの社会不安の原因などについて，ま／三国民の認識は極めて不十
分であった。しかし1980年当時までは反米の気運のまったくなかった韓国の労働者や学生が，
現在，反米・自主・統ーの旗を掲げて闘っている上うに，日本をはじめ，世界の人民は，やが
て必ず日醒めるであろう。
梶谷菩久氏は，今日の日本の国内，国外には幻想，錯覚がうずまいているとして「全国平和
会議」第2回大会で次の上うに指摘してL情。
第1の幻想、は「L、ま世界は緊張緩和期にあり，世界は草拡から寧縮へ，戦争から平和へ，進
んでいるJc. ＼、つ錯覚から生まれている，と指摘している。氏はLづ。 「確かにレーガン米大
統領とゴルバチョフソ連書記長との米ソ首脳会談や今年6月のジュネーブでの米ソ会談で全般
的な平和平縮交渉が進んだ，戦略核兵器の半減も軌道にのったといわれておりますが，たとえ
戦略核が半減したとしても，残存する米ソの戦略核で地球を壊滅し，人類を滅亡させるとL、う
現実は変わらない訳ですc “緊張緩和”とか“平和確保”とかいうのは，きわめてあさはかな
錯覚にすぎないと思います。
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また米ソの緊張糎和，デタントということがしきりにいわれておりまもけれども，米ソはも
ともと戦争をする気は全然ないのです。どが局地限定戦争，つまり米ソの代理戦争の危険はけ
っして去ってはおりません。とくにそれは，アタア太平洋地域と中東地域での危険は高まって
いるわけです。」（1989年8月22日，「全国平和会議ニュー ス」〉
第2の幻想として，氏は「アメリカの戦略に従属するとLけ安保体制のなかで日本の安全が
保障されている」とLづ錯覚をあげている。
氏l土L、う。 「日本の自衛隊は，もっぱらソ連を仮想敵と想定しており，日本を不出空母とす
るような，戦略であります。ととろがそのソ連をみますと極東兵力は陸・海・空ともすべて白
木の3倍柑5倍でありまして，かつ核を保有しているわけであります。もし日本がそうしたソ
連を相手に戦いをするならば， 1939年のノモンハン戦闘や1945年のソ連参戦時と同じように壊
滅的敗北となることは，火を見るより明らかであります。日米安保は戦勝国であるアメリカが，
戦敗国である日本におしつけた軍事同盟でありまして，アメリカ駐留軍を認め，アメリカ軍基
地を設定しておりますけれども，日本を防衛するとLづ義務も意思も能力もまったく含まれな
L、同盟であります」（向上〉。
第3の幻想として，氏l士「非核3原則」が守られているとし、う錯覚をあげている。氏はし寸。
「1968年1月の国会で“非核3原則”が決定されました。核をつくらない，持たない，持ち込
ませない，であります。ところが，横須賀，佐世保には核搭載の米艦船が入港し，沖縄，岩国，
横田の各航空基地には核搭載機がいることは，いわば公然の秘密であります。非核3原則の核
兵器は持ち込ませないとL寸原則は，まったく空文化しているのであります。だが政府は，核
持ち込みの場合は，日米安保の行政協定にもとづいてアメリカから事前の協議があるはず一一一
そうしづ協議はこれまで1回もなかったーーしたがって核兵器の持ち込みはない，とし、うよう
な三百代言的な答弁を国会でしております。アメリカのほうは，これは軍事榔密であるから核
兵器を持ち込んだことは言えない， しかし持ち込んでもいないとも言えないというふうに逃げ
ているわけであります。ところがアメリカの民間シングタンクの核問題研究所その他で，－…－－
アメリカの公文書館における秘密文書をくわしく調べた結果， 24年前にタイコンデロガが広島
級原爆の70倍近い威力を持つ1メガトン級水爆を沖縄の沖で誤って水没させたことが明らかに
なっております。先核3原則は守られていないのであります。守られているとLづ幻想、は粉々
に粉砕されたと言わざるを得ません」（向上〕。
しかしこれらの幻想が粉砕されて多くの人びとが真実を認識するようになるには，なお時聞
を要するであろう。
人民大衆は，まず思想的に自覚し，也織的に団結・統一しなければならない。そしてここに
時代の先覚者たちの重要な役割がある。
どのような巨大な物質も，極めて微小の物質から成り立っており，どのような大問題も小さ
な問題の集積の結果である。
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世界の人民大衆も，結局は個々人の集団である。したがって，矛盾にみちた現代を変革して，
人類の理想、社会を実現することも，結局は，一人一人の思想的日醒めの結呆として実現する。
1人が10人へ， 10人が100人へ，今白から明日へ，そしてまた今日から明日へと，真実Ii伝え
られねばならない。
現在，地球の環境悪化が世界的に問題となりつつある。多数の植物・動物が絶滅の危機に直
面している。二酸化炭素の排出増による地球全体の温暖化や，アロン使用などによるオゾン層
の破壊に，人類は立ち向わなければ，私たちの生存そのものが保障されなし、。このような時代
にあって，人類が軍備を全廃し，膨大な軍事費を地球環境保全のために使用すべきであろとい
うことは，余りにも明白であろう。そのためにも人類は，帝国主義をこの地上からー掃し，真
の人民主権の社会，社会主義社会を実現しなくてはならない。
私たちのしづ社会主義社会とは，人民大衆が本当に社会の主人公となった社会なのである。
1990年代の課題は，軍備の全露であり，社会主義の勝利をかちとることであり，反帝自主勢
力の強化・発農にほかならないであろう。
